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教育支援事業室

１．教育用 ICT 環境の管理運用に関する事項 
（１）教育情報システムの日常的な管理運用

教育用 PC の運用を行った。

（参考資料１－１～３，２－１～３）

（２）次期教育情報システムの更新

仕様策定委員会を設置し、次期システムの仕様策定を進めている。

２．教育用 ICT 環境の利用支援に関する事項 
Web ページ上の教育用 ICT 環境に関する情報の更新、掲載を進めた。また、学府向けオリ

エンテーション支援として、アカウントの説明や主な情報システムを紹介した案内文書を作

成し、配布した。

３．Web 学習システム等の教育支援システムの管理運用に関する事項 
(1) 各教育支援システムの管理運用

Moodle(Web を利用した学習支援システム)、Mahara(学習日誌等を記載するシステム)、
BookLooper(デジタル教材閲覧システム)、Handbook Studio(スマートフォン用コンテンツ作

成・提供システム)、Echo360 システム(授業録画システム)の管理・運用を行った。2015 年度

後期から教育支援事業室で運用を引き受けた Moodle の 2016 年度と 2016 年度の利用状況を

次に示す。

学期 登録学生数 登録職員数 コース数

2015 年度前期 2,687 10,490 206

2015 年度後期 19,293 10,490 112

2016 年度前期 19,207 10,504 718

2016 年度後期 19,259 10,656 421

また、2016 年度限りの運用となる Web 学習システム(Blackboard Learn)を参照用として管理・

運用を行った。

(2) コンテンツの提供

Web 学習システムの登録者には、「情報倫理教材」の日本語版、英語版、中国語版を提供し

ている。また、「よくわかる Office 2013」と「よくわかる Office 2016」（いずれも日本語版の

み）を提供した。

資料４－３
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10.1　教育用 ICT 環境の管理運用に関する事項

（1）教育情報システムの日常的な管理運用

（2）次期教育情報システムの更新

（1）各教育支援システムの管理運用

10.2　教育用 ICT 環境の利用支援に関する事項

10.3　Web 学習システム等の教育支援システムの管理運用に関する事項
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４．語学学習システムの管理に関する事項 
英語教育用のシステム(NetAcademy2)用のサーバ管理を行った。 
※運用は言語文化研究院 
NetAcademy2 には、SSO-KID を所持する全学生、教職員が登録されている。 

 
５．全学シラバスシステムの運用に関する事項 

シラバスは、学務部が導入した新学務情報システムに移行したことに伴い、従来の全学シラ

バスシステムは参照専用として運用し、2016 年度末を持って運用を終了した。 
 
６．遠隔講義・会議システムの整備および利用支援に関する事項 

（１）遠隔講義システムの日常的な管理運用 
  遠隔講義システム「qClass」および多地点接続装置(MCU)を運用し、キャンパス間および学

外との遠隔講義・テレビ会議の開催、全学的な説明会等を支援した。 
（参考資料３，４） 

（２）遠隔講義システムの利用支援 
  学内におけるテレビ会議・遠隔講義の実施等を支援した。 
  ・Web ページへの情報掲載 

 
７．Ａ０判プリンタの運用に関する事項 

学内向けにＡ０判プリンタの運用を行った。情報統括本部が伊都キャンパスに移転したこと

に伴い、箱崎分室が中央図書館に移ったことに合わせて、Ａ０プリンタの移設を行なった。 
 

教育支援事業室

１．教育用 ICT 環境の管理運用に関する事項 
（１）教育情報システムの日常的な管理運用

教育用 PC の運用を行った。

（参考資料１－１～３，２－１～３）

（２）次期教育情報システムの更新

仕様策定委員会を設置し、次期システムの仕様策定を進めている。

２．教育用 ICT 環境の利用支援に関する事項 
Web ページ上の教育用 ICT 環境に関する情報の更新、掲載を進めた。また、学府向けオリ

エンテーション支援として、アカウントの説明や主な情報システムを紹介した案内文書を作

成し、配布した。

３．Web 学習システム等の教育支援システムの管理運用に関する事項 
(1) 各教育支援システムの管理運用

Moodle(Web を利用した学習支援システム)、Mahara(学習日誌等を記載するシステム)、
BookLooper(デジタル教材閲覧システム)、Handbook Studio(スマートフォン用コンテンツ作

成・提供システム)、Echo360 システム(授業録画システム)の管理・運用を行った。2015 年度

後期から教育支援事業室で運用を引き受けた Moodle の 2016 年度と 2016 年度の利用状況を

次に示す。

学期 登録学生数 登録職員数 コース数

2015 年度前期 2,687 10,490 206

2015 年度後期 19,293 10,490 112

2016 年度前期 19,207 10,504 718

2016 年度後期 19,259 10,656 421

また、2016 年度限りの運用となる Web 学習システム(Blackboard Learn)を参照用として管理・

運用を行った。

(2) コンテンツの提供

Web 学習システムの登録者には、「情報倫理教材」の日本語版、英語版、中国語版を提供し

ている。また、「よくわかる Office 2013」と「よくわかる Office 2016」（いずれも日本語版の

み）を提供した。

資料４－３

平成２８年度 情報統括本部 教育支援事業室 事業報告（案）

（2）コンテンツの提供

10.4　語学学習システムの管理に関する事項

10.5　全学シラバスシステムの運用に関する事項

10.6　遠隔講義・会議システムの整備および利用支援に関する事項

10.7　Ａ０判プリンタの運用に関する事項

（1）遠隔講義システムの日常的な管理運用

（2）遠隔講義システムの利用支援

４．語学学習システムの管理に関する事項 
英語教育用のシステム(NetAcademy2)用のサーバ管理を行った。 
※運用は言語文化研究院 
NetAcademy2 には、SSO-KID を所持する全学生、教職員が登録されている。 

 
５．全学シラバスシステムの運用に関する事項 

シラバスは、学務部が導入した新学務情報システムに移行したことに伴い、従来の全学シラ

バスシステムは参照専用として運用し、2016 年度末を持って運用を終了した。 
 
６．遠隔講義・会議システムの整備および利用支援に関する事項 
（１）遠隔講義システムの日常的な管理運用 

  遠隔講義システム「qClass」および多地点接続装置(MCU)を運用し、キャンパス間および学

外との遠隔講義・テレビ会議の開催、全学的な説明会等を支援した。 
（参考資料３，４） 

（２）遠隔講義システムの利用支援 
  学内におけるテレビ会議・遠隔講義の実施等を支援した。 
  ・Web ページへの情報掲載 

 
７．Ａ０判プリンタの運用に関する事項 

学内向けにＡ０判プリンタの運用を行った。情報統括本部が伊都キャンパスに移転したこと

に伴い、箱崎分室が中央図書館に移ったことに合わせて、Ａ０プリンタの移設を行なった。 
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４．語学学習システムの管理に関する事項 
英語教育用のシステム(NetAcademy2)用のサーバ管理を行った。 
※運用は言語文化研究院 
NetAcademy2 には、SSO-KID を所持する全学生、教職員が登録されている。 

 
５．全学シラバスシステムの運用に関する事項 

シラバスは、学務部が導入した新学務情報システムに移行したことに伴い、従来の全学シラ

バスシステムは参照専用として運用し、2016 年度末を持って運用を終了した。 
 
６．遠隔講義・会議システムの整備および利用支援に関する事項 
（１）遠隔講義システムの日常的な管理運用 

  遠隔講義システム「qClass」および多地点接続装置(MCU)を運用し、キャンパス間および学

外との遠隔講義・テレビ会議の開催、全学的な説明会等を支援した。 
（参考資料３，４） 

（２）遠隔講義システムの利用支援 
  学内におけるテレビ会議・遠隔講義の実施等を支援した。 
  ・Web ページへの情報掲載 

 
７．Ａ０判プリンタの運用に関する事項 

学内向けにＡ０判プリンタの運用を行った。情報統括本部が伊都キャンパスに移転したこと

に伴い、箱崎分室が中央図書館に移ったことに合わせて、Ａ０プリンタの移設を行なった。 
 

教育支援事業室

１．教育用 ICT 環境の管理運用に関する事項 
（１）教育情報システムの日常的な管理運用

教育用 PC の運用を行った。

（参考資料１－１～３，２－１～３）

（２）次期教育情報システムの更新

仕様策定委員会を設置し、次期システムの仕様策定を進めている。

２．教育用 ICT 環境の利用支援に関する事項 
Web ページ上の教育用 ICT 環境に関する情報の更新、掲載を進めた。また、学府向けオリ

エンテーション支援として、アカウントの説明や主な情報システムを紹介した案内文書を作

成し、配布した。

３．Web 学習システム等の教育支援システムの管理運用に関する事項 
(1) 各教育支援システムの管理運用

Moodle(Web を利用した学習支援システム)、Mahara(学習日誌等を記載するシステム)、
BookLooper(デジタル教材閲覧システム)、Handbook Studio(スマートフォン用コンテンツ作

成・提供システム)、Echo360 システム(授業録画システム)の管理・運用を行った。2015 年度

後期から教育支援事業室で運用を引き受けた Moodle の 2016 年度と 2016 年度の利用状況を

次に示す。

学期 登録学生数 登録職員数 コース数

2015 年度前期 2,687 10,490 206

2015 年度後期 19,293 10,490 112

2016 年度前期 19,207 10,504 718

2016 年度後期 19,259 10,656 421

また、2016 年度限りの運用となる Web 学習システム(Blackboard Learn)を参照用として管理・

運用を行った。

(2) コンテンツの提供

Web 学習システムの登録者には、「情報倫理教材」の日本語版、英語版、中国語版を提供し

ている。また、「よくわかる Office 2013」と「よくわかる Office 2016」（いずれも日本語版の

み）を提供した。

資料４－３

平成２８年度 情報統括本部 教育支援事業室 事業報告（案）

参考資料１－１ 教育情報システム　端末・ホスト実利用者 2016/04/01～2017/03/31
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文学部 教育学部 法学部 経済学部 理学部 医学部 歯学部 薬学部 工学部 農学部 芸術工学

部

２１世紀プ

ログラム

2016年度入学 38 21 64 65 73 38 18 23 225 61 37 6
2015年度入学 125 38 143 215 129 89 32 13 556 209 123 17
2014年度入学 83 48 153 220 199 154 34 13 772 230 155 15
2013年度入学 106 31 140 208 123 167 32 30 428 145 81 15
2012年度入学以前 18 3 18 29 40 206 100 28 79 13 21 7
非正課生 12 3 4 12 1 1 0 0 3 22 2 0

利用者数
教育情報システム端末数

箱崎地区 講義室：１４３，情報サロン：６９

病院地区 情報サロン：７３

大橋地区 講義室：５４，端末室：２３

伊都地区 講義室：１８２，情報サロン：６０

計６０４台

参考資料１－２ 教育情報システム　端末・ホスト実利用者 2016/04/01～2017/03/31
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文化学府

人間環境

学府

法学府 経済学府 理学府 数理学府 医学系学

府

歯学府 薬学府 工学府 システム情

報科学府

修士課程 37 1 104 71 122 109 47 45 0 25 310 96
博士課程 24 6 25 14 16 16 13 51 7 12 40 10
非正課生 4 0 19 1 2 0 1 2 0 1 5 5

利用者数

教育情報システム端末数

箱崎地区 講義室：１４３，情報サロン：６９

病院地区 情報サロン：７３

大橋地区 講義室：５４，端末室：２３

伊都地区 講義室：１８２，情報サロン：６０

計６０４台
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参考資料１－３ 教育情報システム　端末・ホスト実利用者 2016/04/01～2017/03/31
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環境科学

府

システム生

命科学府

芸術工学

府

法務学府 統合新領

域学府

地球社会

統合科学

府

その他の

施設

修士課程 24 215 0 80 35 54 71 0
博士課程 2 31 76 15 0 8 35 0
非正課生 0 2 1 9 0 9 21 27

利用者数 教育情報システム端末数

箱崎地区 講義室：１４３，情報サロン：６９

病院地区 情報サロン：７３

大橋地区 講義室：５４，端末室：２３

伊都地区 講義室：１８２，情報サロン：６０

計６０４台

参考資料２－１ 教育情報システム　端末・ホスト利用者数の登録者数に対する比率 2016/04/01～2017/03/31
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文学部 教育学部 法学部 経済学部 理学部 医学部 歯学部 薬学部 工学部 農学部 芸術工学

部

２１世紀プ

ログラム

2016年度入学 23% 39% 32% 26% 26% 15% 35% 28% 26% 26% 18% 27%
2015年度入学 74% 69% 72% 87% 45% 34% 62% 16% 65% 85% 58% 68%
2014年度入学 50% 86% 74% 86% 69% 59% 64% 17% 87% 91% 72% 60%
2013年度入学 66% 58% 71% 82% 42% 63% 62% 38% 49% 62% 39% 56%
2012年度入学以前 41% 60% 55% 55% 56% 81% 79% 38% 47% 68% 41% 41%
非正課生 29% 38% 50% 50% 50% 3% 0% 0% 25% 71% 22% 0%
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参考資料２－２ 教育情報システム　端末・ホスト利用者数の登録者数に対する比率 2016/04/01～2017/03/31
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学府

法学府 経済学府 理学府 数理学府 医学系学

府

歯学府 薬学府 工学府 システム情

報科学府

修士課程 45% 100% 39% 67% 58% 36% 41% 31% 0% 26% 31% 28%
博士課程 28% 15% 20% 45% 35% 20% 23% 8% 5% 13% 10% 9%
非正課生 31% 0% 36% 50% 10% 0% 25% 13% 0% 33% 9% 9%

参考資料２－３ 教育情報システム　端末・ホスト利用者数の登録者数に対する比率 2016/04/01～2017/03/31

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

総合理工

学府

生物資源

環境科学

府

システム生

命科学府

芸術工学

府

法務学府 統合新領

域学府

地球社会

統合科学

府

その他の

施設

修士課程 5% 49% 0% 32% 36% 41% 53% 0%
博士課程 1% 17% 28% 14% 0% 16% 34% 0%
非正課生 0% 67% 7% 14% 0% 39% 40% 27%
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参考資料４ 遠隔講義・会議システム「qClass」利用時間 2016/04/01～2017/03/31
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通常
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会議

遠隔

講義・

会議

201604 201605 201606 201607 201608 201609 201610 201611 201612 201701 201702 201703
伊都地区 168.1 116.7 206.2 125.2 239.1 105.1 200.3 97.7 48.7 30.2 32.7 21.2 182.4 112.7 165.8 60.5 104.4 61.6 167.5 50.8 40.8 18.6 52.8 38.3

筑紫地区 10.2 17.2 17.1 24.2 10.5 7.5 0 5.4 8.5 14.1 1.1 2.3 2.5 3.4 6.4 4.7 15.2 0 0 0 0 0 0 0.5

大橋地区 56.4 27.5 73.1 51.9 64.7 50.3 64.6 34.1 10.7 7.2 5.1 2.7 62.5 19.5 46 25.2 50.5 10.1 30.3 5.5 27.4 10.9 1.1 10.1

病院地区 6.6 18.6 11.4 36 20.3 31.6 18.4 21.4 1.7 3.8 0.1 2.3 8 24.8 23.1 17.8 23.4 14.5 16.1 24.4 1.1 7.1 1.3 4.4

箱崎地区 52.8 71.4 30 72.7 61.1 62.3 81.7 69.8 45.8 22.5 24.8 16.6 70.4 71.4 79.5 43 83 23.2 46 16.1 29.1 15.5 23 22.2

Hour

qClass設置数

伊都地区 講義室：５，会議室：２

筑紫地区 講義室：１，会議室：１

大橋地区 講義室：２，会議室：１

病院地区 講義室：４，会議室：２

箱崎地区 講義室：３，会議室：１

計２２式

参考資料３ 遠隔講義・会議システム「qClass」利用回数 2016/04/01～2017/03/31
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201604 201605 201606 201607 201608 201609 201610 201611 201612 201701 201702 201703
伊都地区 101 74 113 64 132 58 141 60 26 17 39 26 99 38 91 41 67 32 71 22 28 11 35 30

筑紫地区 9 10 7 10 9 8 0 5 5 7 2 2 1 5 7 3 4 0 0 0 0 0 0 1

大橋地区 46 28 49 20 57 20 51 14 7 2 8 1 45 12 34 10 26 5 22 5 16 6 7 9

病院地区 32 21 36 16 42 42 30 14 1 1 1 2 13 6 17 8 12 7 10 16 5 4 7 12

箱崎地区 46 58 29 37 27 30 63 51 19 13 10 12 41 20 43 19 40 10 24 10 12 11 22 16

回

qClass設置数

伊都地区 講義室：５，会議室：２

筑紫地区 講義室：１，会議室：１

大橋地区 講義室：２，会議室：１

病院地区 講義室：４，会議室：２

箱崎地区 講義室：３，会議室：１

計２２式

学務教務支援事業室

１．入学試験機械処理に関する事項 （学務部入試課と協力）

（１）システムの開発・保守・管理

平成 29年度入試への対応 

年次対応のため仕様変更を行い，SCSKに更新指示，動作テスト 

（２）入試機械処理の実行

特別入試および一般入試についての以下の処理 

志願者処理，成績処理，合格者処理を実行

  情報統括本部，伊都移転を前提とし，処理手順を変更

（３）入試制度改革に伴う変更内容の整理

平成 30 年度以降の入試改革について情報収集

２．入試追跡調査に関する事項（入学者選抜研究委員会から委託）

（１）追跡調査対象科目候補リストの作成

（２）調査対象科目確認手順整備

（３）追跡調査実行

（４）大学成績および資格試験成績データ取扱いのための枠組検討

３．教務事務電算処理に関する事項 （学務部と協力） 

（１）学部入学者の学籍データ作成処理

（２）学部入学辞退者，国費入学者データの作成処理

４．学生健康診断に関する事項（キャンパスライフ・健康支援センターと協力） 

（１）健康診断システムの保守・管理

（２）健康診断システムの改良

（３）キャンパスライフ・健康支援センターで行われる外注データ投入作業の補助

（４）新学務システムとの連携準備

資料４－４

平成２8 年度 情報統括本部 学務教務支援事業室 事業報告（最終報告） 
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